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令和 7、8年度 医薬品副作用被害救済制度に係る広報業務に関する仕様書 

 

１．調達件名 

令和 7、8年度 医薬品副作用被害救済制度に係る広報業務 

 

２．調達目的 

  独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「PMDA」という）健康被害救済部において

は、国民及び医療関係者等に対して医薬品副作用被害救済制度（以下「救済制度」という）

について、種々の媒体を用いて広報活動を実施してきているが、今後も、救済制度につい

ての認知度及び理解度をより一層高める必要があることから、広告会社等に効果的な広

報企画を募り、その実施にかかる業務を委託するものである。 

 

３．業務の範囲及び内容 

  業務の範囲は、救済制度に係る広報に関する事項とし、認知度向上及び救済制度の理解

度の充実を目的とした効果的な広報を実施するための内容とする。その内容詳細は以下

のとおりとする。 

（１）広報の実施時期について 

   契約締結日から令和 9年 3月 31日まで。 

   原則、令和 7年 10月 17日～23日及び令和 8年 10月 17日～23日の「薬と健康の週

間」を含むそれぞれ 3か月間は、集中的に広報（いわゆる、キャンペーン）を実施する

こと。したがって、広報企画案においては、集中広報期間に実施する内容と、それ以外

の期間に実施する内容を分けて提案すること。また、契約 2 か年の中で契約 1 年目の

予算は主に令和６年度に作成したコンテンツを活用するため引き続き博多華丸・大吉

さんを起用し広報を展開すること。２年目は新規の広報資材・コンテンツを作成し、そ

れを利用した広報を展開すること。 

（２）訴求対象及び訴求内容について 

   一般国民及び医療関係者を訴求対象とすること。 

① 一般国民については、20 歳以上の男女をできるだけ幅広く訴求対象とするが、イン

ターネット利用者、医療機関及び調剤薬局の利用者、並びに要指導医薬品・一般用医

薬品の購入者を主たる訴求対象とした広報も行うこと。訴求内容は救済制度の認知

度の向上を目指したものとすること。 

② 医療関係者については、訴求対象を特に医師、看護師とし、歯科医師、薬剤師、医療

ソーシャルワーカーに対しても救済制度の広報を行うこと。また、医療関係の学生

（特に医学生、看護学生）も訴求対象とする。医師、薬剤師及び看護師への訴求内容

は、救済制度の理解度の充実を目指したものとすること。また、特に歯科医師、看護

師、医療ソーシャルワーカー、医療関係の学生への訴求内容は認知度の向上を目指し
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たものとすること。 

③ 広報企画案においては、一般国民及び医療関係者の中でも更に訴求対象を細分化し、

各取組みについて訴求対象が明確となるようにしたうえで提案すること。 

④ 広報企画案の作成に当たっては、別途説明会で配布する「医薬品副作用被害救済制度

認知度調査結果の概要」、「令和 6年度広報の概要」を参考にして効率的かつ効果的な

企画内容とすること。 

（３）実施内容 

＜１．一般国民向けについて＞ 

  一般国民向けの広報内容を、以下のとおりとする。 

ただし、①～⑧については、必ずしも全ての項目を網羅する必要はなく、救済制度の

認知度を上げるために効果的と思われる施策を重点的に実施するかたちでも差し支え

ない。その場合であっても、①～⑧の施策のうち２つ以上は必ず行うこととし、その実

施内容案を具体的に示すこと。 

① 広告媒体としてテレビスポット CMを作成し、放映すること。放送期間は「薬と健康

の週間」を含む最低一週間以上とすること。その他、より効果的な広報とするための

CMの内容及び放映の番組や放映時間、放送回数等の放映条件について提案すること。 

② 広告媒体として病院・調剤薬局ビジョンで CM放映すること。放送期間は最低２月以

上とすること。その他、より効果的な広報とするための CMの内容及び放映時間、放

送回数等の放映条件について提案すること。 

③ 救済制度の特設サイトへの誘導を目的とした WEB 広告を実施すること。訴求対象者

に確実に露出できる WEB 広告媒体として最低、Yahoo!JAPAN と Google の２サイトを

選択すること。その他、より効果的な広報とするための広告の方法（バナー広告、検

索連動型広告・リスティング広告、ターゲティング広告、エディトリアル広告、など）

及びその組み合わせについて提案するとともに、他のサイト（SNS の利用等を含む）

の選定についても考慮すること。実施期間のうち、10月から 12月の期間については、

1カ月あたり、150,000クリック以上を達成（10月から 12月の期間の合計が 450,000

クリック以上でも可）すること。1月から 3月の期間は、1ヵ月あたり、15,000クリ

ック以上を達成する（1 月から 3 月の期間の合計が 45,000 クリックでも可）こと。

その際、広告配信時間等や特設サイトへの誘導傾向を常に分析しながら、より効果的

な方法で実施すること。分析結果については明確な指標を用いて PMDA に随時報告す

ること。 

④ 医療機関及び薬局の利用者並びに要指導医薬品・一般用医薬品の購入者を対象にし

た効果的な広報を企画案に盛り込むこと。その他、薬袋や薬剤情報提供書（薬情）、

お薬手帳等を用いた実施可能で効果的な広報の企画案を盛り込むこと。 

⑤ テレビスポットCM用に作成した動画等については、放映開始後１年間、PMDAの特設

サイトから視聴を可能とすること（動画の掲載にあたっては、YouTubeを利用して
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いる）。その際、第三者が権利を有する著作物又は知的所有権等の使用が必要とな

る場合は、受注者の責任において、その権利の使用に必要な費用の負担及び使用許

諾契約等に係る一切の手続を行うこと。 

⑥ 救済制度の認知度を高めるため、救済制度をわかりやすく説明した動画等を、

LINE、X(旧Twitter)及びFacebookなど訴求に適した媒体で配信すること。配信する

動画については救済制度の特設サイトに掲載されている動画を利用することも可能

とする。新たに動画を制作した場合は常時特設サイトに掲載すること。 

⑦ 「都道府県別人口における副作用救済給付請求が低い都道府県」（参考資料を参照

すること）に対しての効果的な広報を企画案に盛り込むこと。 

⑧ LINE、X(旧Twitter)及びFacebookなどのSNS等を活用した情報拡散を狙った広報戦

略を企画案に盛り込むこと。 

⑨ 上記に加えて、一般国民向けにより効果的かつ効果の検証が可能な広報企画案を訴

求対象者別に提案すること。 

⑩ その他、企画案については、「実施を保証するもの」と「保証はできないが実施に向

け努力するもの」を区別して記載すること。 

 

＜２．医療関係者向けについて＞ 

  医療関係者向けの広報内容を以下のとおりとする。 

ただし、①～⑥については、必ずしも全ての項目を網羅する必要はなく、医療関係者

における救済制度の理解を深めるために効果的と思われる施策を重点的に実施するか

たちでも差し支えない。その場合であっても、①～⑥の施策のうち２つ以上は必ず行う

こととし、その実施内容案を具体的に示すこと。 

① 特に医師（開業医、勤務医）、看護師を主たる訴求対象とした企画案としつつ、薬剤

師（病院等勤務、薬局勤務）、歯科医師、医療ソーシャルワーカー等も訴求対象とす

ること。なお、勤務先の施設形態にも考慮した内容とすること。 

② 広報企画案の内容については、制度の認知度向上及び制度理解度の充実などが得ら

れる広報内容とすること。 

③ 広報媒体として医療関係専門誌（WEB版を含む）の記事広告を利用すること。 

なお、医療関係専門誌にあっては、医師、薬剤師、歯科医師、看護師が購読している

雑誌の中から、発行部数等をもとに各訴求対象者（少なくとも各職種別、必要に応じ

勤務先の施設形態も考慮する）に確実な訴求効果が期待できるもの 1 媒体以上を選

択し、１回以上記事広告を掲載すること。その際、より効果的な広報とするための掲

載誌の選定と回数について企画案に盛り込むこと。 

④ 医療関係者、医療関係の学生（特に医学生及び看護学生）を対象に救済制度の特設サ

イトの医療関係者向けページへの誘導を目的とした WEB 広告をそれぞれ実施するこ

と。各業種・学生別の専門の情報サイト等の訴求対象者に確実に露出できる WEB広告
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媒体（SNSの利用等を含む）を選択すること。その他、より効果的な広報とするため

の広告の方法（バナー広告、リスティング広告、ターゲティング広告など）及びその

組み合わせについて提案すること。その際、広告配信時間等や特設サイトへの誘導傾

向を常に分析しながら、より効果的な方法で実施すること。分析結果については明確

な指標を用いて PMDAに随時報告すること。 

⑤ 内科、精神科、皮膚科などの学会への広告について訴求効果が期待できるもの 1媒体

以上を選択し、１回以上広告を行うこと。その際、より効果的な広報とするための企

画案を盛り込むこと。 

⑥ LINE、X(旧 Twitter)及び Facebookなどの SNS等を活用した情報拡散を狙った広報戦

略を企画案に盛り込むこと。 

⑦ その他、企画案については、「実施を保証するもの」と「保証はできないが実施に向

け努力するもの」を区別して記載すること。 

＜一般国民向け、医療関係者向け共通事項＞ 

① ポスターやリーフレット、パンフレットを製作する場合は、PMDA が指定するデザイ

ンとする。 

なお、サイズは以下のとおりとする。 

 （ポスター）  日本産業規格 A列 2番又は B列 3番 

   （リーフレット）日本産業規格 A列 4番 

   （パンフレット）日本産業規格 A列 4番又は A列 5番 

    ※ ポスターやリーフレット、パンフレットの作成数は受注者が実施する広報に

必要な数とする。ただし、ポスターについては、PMDAが実施する学会におけるブ

ース展示等に供するため、日本産業規格 A 列 0 番及び A 列 1 番を各 10 枚作成す

ること。印刷したポスター（A 列 0 番、A 列 1 番各 1 枚のみ）については、それ

ぞれフレームに入れて納品すること。 

② 印刷物、ノベルティグッズなど、配布を目的とした広報資材を製作する場合には、配

布先等、必要数、配布方法等の配布計画を含めた提案とすること。 

③ 特設サイトを修正する必要が生じた場合、PMDAの指示どおり修正できること。 

④ 全ての広告について、取組みの効果を測定するための指標を設定し、業務完了時に報

告すること。特に WEB広告については、特設サイトへの流入数、経路、閲覧時間を媒体

ごと（広告を実施した WEBサイト、雑誌広告に入れた QRコード等を含む。）にカウント

できるようにすること。（PMDAから提供できる数値は別途提示する。） 

（４）定例会等の実施 

   業務開始時にキックオフミーティング、終了前に最終報告会を開催するほか、定例会

を開催し、PMDA 職員出席のうえで企画内容や進捗状況の確認等を行う。また、企画案

の変更を要する場合や追加の提案等がある場合には、上記定例会もしくは臨時にミー

ティングを開催して協議を行う。なお、本仕様書の範囲内で企画案を変更する場合であ
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っても、必ず PMDAの了解を要する。 

 

４．個人情報の管理・取扱いについて 

   本業務で取り扱う個人情報については、「個人情報保護法」及び「独立行政法人等の

保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針について（通知）」（総管情第

85号 平成 16年 9月 14日発出）に基づいて管理を行うこと。 

 

５．著作権について 

 （１）正式に採用され、使用されたデザインに関しては本著作権に関する全ての著作権（著

作権法第 21 条ないし第 28 条に定める権利を含む。）、使用権等、作品に係る一切の

権利を、PMDAに譲渡するものとする。 

 （２）本著作権については、正当な権利を取得した第三者及びその他の指定する者に対し、

著作権人格権（公表権、氏名表示権及び同一性保持権）を行使しないものとする。 

 

６．再委託について 

 （１）受注者は、受注業務の全部又は主要部分を第三者に再委託することはできない。受

注業務の一部を再委託する場合は、その最終的な責任を受注者が負うこととし、事前

に再委託する業務、再委託先等を PMDAに申請し承認を受けること。申請に当たって

は、「再委託に関する承認申請書」の書面を作成のうえ、PMDAに提出すること。また、

受注者は、機密保持、知的財産権等に関して本仕様書が定める受注者の責務を再委託

先業者も負うよう、必要な処置を実施し、PMDAに報告のうえ承認を受けること。 

 （２）受注者又は本業務の一部の委託を受けた業者（以下この項において「委託元業者」

という。）から本業務に係る業務の一部を受けた業者は、当該業務の一部を第三者に

再委託する場合、再委託する業務の範囲及び再委託先等について、委託元業者を通じ、

受注者が取りまとめのうえ、PMDA に申請し承認を受けること。申請に当たって必要

な書類及び手続き並びに本仕様書に定める責務については６．（１）に準拠する。 

 

７．本業務の選定について 

 本業務については、３．（１）～（３）に基づいた企画案について企画競争により、落

札者を決定する。 

 

８．秘密保持について 

  PMDAから提供する情報については、秘密保持契約の対象とする。 

  なお、本項目の詳細用件については秘密保持誓約書に明記してあるので、受注者におい

ては別途書類提出を求めることとする。 
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９．企画競争参加者の条件 

（１）本業務の企画案、概算見積書、実施体制図については指定された期日までに提出す

ること。 

（２）企画案のプレゼンテーションには、本業務に従事する者が参加すること。 

（３）受注者においては、本業務の見積りの内訳書について、詳細な根拠資料を落札後に

即日提出すること。 

 

10．受注者の決定方法 

  受注者の決定は、別途提示する予算額の範囲内で、参加者が実施可能な業務を記載した

企画書に基づいて審査を行い、質疑等を行ったうえで、以下（２）に記載した評価基準に

基づき評価を行い、最も点数が高かった業者を契約予定者として選定する。 

  評価に当たっては、PMDAに設置する企画競争選定委員会において評価を行う。 

 （１）評価の配点 

    評価に当たっては、1200点の範囲内で採点を行う。 

 （２）評価基準及び採点 

別紙１「評価基準表」で評価基準等を設定し、別紙２「審査要項」に基づいて採点

するものとする。 

   ① 別紙１「評価基準表」の各評価項目の※印のとおり、最低限の要求用件を示すと

ともに、特に重要となる項目は必須項目とし、当該項目の要求用件を満たしてない

ものは事業の確実な遂行が危ぶまれるため不合格とする。 

   ② 企画競争選定委員会委員は、別紙２の審査要項に従って、各評価項目に定められ

た点数を得点として与える。 

 （３）選定方法 

   ① 企画競争参加者は、企画審査として企画書に基づきプレゼンテーションを行う。 

   ② プレゼンテーションの時間は 15分、質疑応答は 10分とする。 

   ③ 各委員は、上記①の結果を別紙２「審査要項」に基づき審査し、参加者の評価点

数を採点表に記入する。 

   ④ PMDA は、上記③の合計点を算出し、最高点を得た参加者を選定、契約予定者と

して選出する。結果については参加者全員に通知する。 

   ⑤ 最高点を得た者が 2者以上の場合は、くじ引きにより契約予定者を決定する。 

   ⑥ 最高点を得た参加者について、契約の履行が出来ないと認められる場合には、そ

の者と契約は結ばず、次点の者と契約を結ぶこととする、また、次点の参加者につ

いても同様とする。 

 

11．企画競争説明会での業者への提示資料 

  参加要項、企画競争説明書、仕様書、評価基準表、審査要項、認知度調査結果、令和 6
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年度広報の概要、CM 等の動画 

 

12．結果の通知・公表 

  ・受注者名（採点結果の得点は発表しない） 

  ・後日、PMDAホームページに上記結果を掲載 

 

13．納入成果物及び納入方法 

（１）救済制度の広告を掲載した雑誌等の媒体については現物を 2部 

（２）本業務において製作した画像等のデータを記録した CD-R（又は DVD-R）1部 

（３）業務完了報告書（紙媒体２部、電子媒体を記録した CD-R（又は DVD-R）1部） 

（４）その他、実施内容に応じた成果物については、適宜、PMDA に進捗状況の報告を行

うこと。また、納品に際しては、PMDA担当者の指示により納品すること。 

 

14．納入期限 

  上記「１３．納入成果物及び納入方法」の（１）については掲載後１週間以内に、（３）

については完成後１週間以内に、その他については令和 9年３月 12日（金）厳守。 

 

15．検収及び業務の完了 

   受注者は業務完了報告書を提出後、PMDA 担当者による検収を受けること。納入成果

物の全部又は一部に不合格となるものが存在した場合、受注者の負担により是正した

上で、再度、PMDA担当者による検収を受けること。 

   PMDA担当者による検収終了をもって、業務完了とする。 

 

16．その他 

（１）契約にあたっては、選定された企画書案の全てを採用するものでなく、一部のみの

採用もしくは PMDAの要請による企画案の修正をもって契約することもあり得る。 

（２）選定された企画書案のうち、「実施を保証するもの」については、業務実施期間に

おいて、確実に履行できるものとすること。また、「保証はできないが実施に向け努

力をするもの」については、その対応状況を３（４）の定例会等で説明し、実施が困

難となった場合には速やかに代案を提示すること。 

（３）ポスター、リーフレット等広報資材の製作にあっては、グリーン購入法第６条に基

づく環境物品等の調達の推進に関する基本方針に定める判断基準を満たしているこ

とに留意すること。 

（４）提出された企画書等に対する経費の支出は行わない。また、審査終了後、企画書等

は返却しない。 

（５）企画書等には営業上の機密事項が含まれていることを考慮し、各社の企画書等は非
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公開とする。 

（６）救済制度の効果的な広報を行うため、新しくかつ自由な発想のもとで企画案を作成、

提案することを期待する。ただし、これまでの広報活動で使用した「ドクトルＱ®」、

PMDA公式キャラクター「ピムット」等のキャラクターを活用することは妨げない。 

（７）仕様書にない事項又は仕様書について生じた疑義については、両者協議の上、解決

するものとし、本業務の実施に当たっては、PMDA担当者の指示に従い実施すること。 

 

17．窓口連絡先 

   独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

健康被害救済部 企画管理課 布施 

電話：03-3506-9460 

E-mail：kaitou●pmda.go.jp  「●を＠（半角）に変換してください。」 


